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資料 1 調査団員・氏名 
 

(1) 現地調査 

氏名 担当 所属 

橘 秀治 総括・団長 JICA 人間開発部 基礎教育グループ 
基礎教育第二チーム 課長 

望月 裕司 計画管理 JICA 人間開発部 基礎教育グループ 
基礎教育第二チーム 

杉浦 晃 業務主任／施設計画 株式会社 毛利建築設計事務所 

荒又 多美子 副業務主任／施工計画

／調達／積算 

株式会社 毛利建築設計事務所 

道川 久文 建築設計 1 株式会社 毛利建築設計事務所 

西山 智美 建築設計 2 株式会社 毛利建築設計事務所 

角田 健一 教育計画／機材計画 株式会社 毛利建築設計事務所 

高橋 美奈子 教育計画 2（自主補強） 株式会社 毛利建築設計事務所 

大島 美保 通訳 株式会社 毛利建築設計事務所 

 

(2) 概要説明調査 

氏名 担当 所属 

森下 拓道 団長 JICA ブルキナファソ事務所長 

望月 裕司 計画管理 JICA 人間開発部 基礎教育グループ 
基礎教育第二チーム 

杉浦 晃 業務主任／施設計画 株式会社 毛利建築設計事務所 

荒又 多美子 副業務主任／施工計画

／調達／積算 
株式会社 毛利建築設計事務所 

保坂 清人 通訳 株式会社 毛利建築設計事務所 
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資料 2  調査行程 
 

(1) 現地調査（平成 26 年 5 月 5 日~6 月 13 日） 
(a) (b) (c) (d) (e) (f) (g)

団長 計画管理
業務主任／施設計

画
建築設計1 建築設計2

副業務主任／施工

計画／調達／積算

教育計画／

機材計画

教育計画2

（自社補強）
通訳

橘　秀治 望月　裕司 杉浦　晃 道川　久文 西山　智美 荒又　多美子 角田　健一 髙橋　美奈子 大島　美保

1 2014/5/5 月 東京→

2 2014/5/6 火 パリ→ワガドゥグ

3 2014/5/7 水

4 2014/5/8 木 東京→

5 2014/5/9 金 パリ→ワガドゥグ

6 2014/5/10 土

7 2014/5/11 日 団内打合せ　（ミニッツ準備、現地調査報告書案の準備）

8 2014/5/12 月 建築関連調査 現地再委託準備
中央州局との打合

せ
(e)に同行 (a)に同行

9 2014/5/13 火 同上 (a)に同行
中央プラトー州局と

の打合せ
(e)に同行 同上

ワガドゥグ→パリ

11 2014/5/15 木
ワガドゥグ→ニアメ

ニアメ→
→パリ→

国民教育・識字省

打合せ
同上 →パリ→ワガドゥグ 同上 ドナー調査① (a)に同行 同上

12 2014/5/16 金 パリ→ →成田
(b)に同行

ドナー調査②
(a)に同行 同上

13 2014/5/17 土 羽田

14 2014/5/18 日

15 2014/5/19 月 サイト調査③・④ サイト調査㉗・㉘ (a)に同行 同上 (b)に同行 (a）に同行 (a)に同行

16 2014/5/20 火 サイト調査⑤ サイト調査㉙・㉚ 同上 同上
同上

ドナー調査②
(a）に同行 同上

17 2014/5/21 水 サイト調査⑦・⑧ サイト調査㉛・㉜ 同上
施工関連調査

ドナー調査③

同上

ドナー調査③
(a）に同行 同上

18 2014/5/22 木 サイト調査⑨・⑩ サイト調査㉝・㉞ 同上 同上 同上 (a）に同行 同上

19 2014/5/23 金 サイト調査⑪・⑫ サイト調査㉟・㊱ 同上 同上 同上 (a）に同行 同上

20 2014/5/24 土 サイト調査⑥ 資料整理 同上 (a)に同行 資料整理 同上 同上

21 2014/5/25 日

22 2014/5/26 月 サイト調査⑬・⑭ サイト調査㊲・㊳ (a）に同行 調達関連調査 (ｂ)に同行 教育関連調査 (a)に同行

23 2014/5/27 火 サイト調査⑮・⑯ サイト調査㊴・㊵ 同上 同上 同上 同上 同上

24 2014/5/28 水 サイト調査⑰・⑱ サイト調査㊶・㊷ 同上 同上 同上 (a）に同行 同上

25 2014/5/29 木

26 2014/5/30 金 サイト調査⑲・⑳ サイト調査㊸・㊹ 同上 第5次案件視察 (ｂ)に同行 教育関連調査 (a)に同行

27 2014/5/31 土

28 2014/6/1 日

29 2014/6/2 月 調達関連調査 サイト調査㊺・㊻ サイト調査㉑・㉒ 積算関連調査 (ｂ)に同行 (a)に同行 (a)に同行

30 2014/6/3 火 サイト調査㉓・㉔ サイト調査㊼・㊽ (a）に同行 同上 同上 補足調査 同上

31 2014/6/4 水 サイト調査㉕・㉖ サイト調査㊾・㊿ 同上
積算関連調査

ドナー調査④
同上 (a)に同行 同上

32 2014/6/5 木 積算関連調査 教育関連調査 (e)に同行 同上

33 2014/6/6 金 施設計画関連調査 建築関連調査
建築関連調査、ワ

ガドゥグ→
同上 同上 同上 同上

34 2014/6/7 土 同上 同上 →パリ 同上 同上 同上 同上

35 2014/6/8 日 東京→ 資料整理 ワガドゥグ→ 資料整理

36 2014/6/9 月 (a)に同行 →パリ→

37 2014/6/10 火 同上 同上 →東京

38 2014/6/11 水 同上、ワガドゥグ→

39 2014/6/12 木 →パリ→

40 2014/6/13 金 →東京

(a)に同行

現地再委託準備

中央北部州局との

打合せ
同上

同上

10 2014/5/14 水 同上

要請候補サイト視察

調査対象校視察、大使館報告

SATREPS専門家との協議、補足調査他

国民教育・識字省協議、建築関連調査

東京→

同上

資料整理

官団員

国民教育・識字省協議②

既存中学校視察

午前　国民教育・識字省表敬

午後　国民教育・識字省協議①

国民教育・識字省協議（ミニッツ案協議）、ミニッツ署名

資料整理

休日（キリスト復活の日）：SATREPS 見学、資料整理

同上

同上

同上

(e)に同行

資料整理、団内協議

→パリ→

→東京

東京→

パリ→ワガドゥグ

資料整理、団内協議

同上

(a)に同行

同上

→パリ→

→東京

国民教育・識字省協議、ドナー調査

(a)に同行

合同サイト調査①・②

同上、ワガドゥグ→
テクニカルノート署名、JICA報告、ワガ

ドゥグ→

 
 

２



 

(2) 概要説明調査（平成 27 年 1 月 26~2 月 8 日） 
(a) (b) (c)

団長 計画管理 業務主任／施設計画
副業務主任／施工計画／

調達／積算
通訳

森下　拓道 望月　裕司 杉浦　晃 荒又　多美子 保坂　清人

1 2015/1/26 月 別案件調査

2 2015/1/27 火

3 2015/1/28 水

4 2015/1/29 木

5 2015/1/30 金

6 2015/1/31 土 →パリ→

7 2015/2/1 日 →東京

8 2015/2/2 月

9 2015/2/3 火

10 2015/2/4 水

11 2015/2/5 木

12 2015/2/6 金

13 2015/2/7 土

14 2015/2/8 日

官団員

東京→パリ→ワガドゥグ

国民教育・識字省表敬訪問、概略設計説明・協議

概略設計説明、ミニッツ協議

ミニッツ協議、署名

日本大使館報告　(官団員（計画管理）：ワガドゥグ発）

→東京

→パリ→

国民教育・識字省協議、テクニカルノート署名、ワガドゥグ発

サイト補足調査、施設計画関連調査

資料整理

サイト補足調査、施設計画関連調査

同上

同上

同上
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資料 3  関係者（面会者）リスト 
 

国民教育・識字省 (Ministère de l’Education National et de l’Alphabétisation (MENA)) 

氏名 所属 役職 

M. Winson Emmanuel Goabaga -- 次官（2014 年 6 月） 

M. Paul Diabouga -- 次官（2015 年 2 月） 

（2014 年 6 月：DGESS 総局長） 

Mme. KABORE Germaine 次官室 調査担当官（日本担当） 

M. Athanase BOUDO 計画・統計総局（DGESS） 総局長（2015 年 2 月） 

Mme. Hama Binta ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ調整局（DCPP） 局長 

M. Lallogo Edouard Fortune DCPP 主任 

M. Korogo Ousmane DCPP 局員 

M. Nekiema Issaka DCPP 局員 

M. Zerné Alphonse DCPP 局員 

M. Souradogo K Jules DCPP 局員 

M. Bazongo Bagnikoue 実務予測計画局（DPPO） 局長 

M. Ilboudo Edward Kouolbi DPPO 主任 

M. Zida Ouindtore Dieudonné DPPO 局員 

M. Zerbo C Modibo DPPO 局員 

Mme. Diomaibarry Aoud DPPO 局員 

M. Sere Abdor Oman 統計局（DSS） 主任 

M. Sawadogo Evainste 人事局（DRH） 局長 

M. Kagambega Earnest DRH 主任 

M. Henri D Ouedraogo 教育施設教材配布局（DAMSSE） 局長 

Dr. Kaboré Juliette 教育改革・研修調査総局（DGRIEF） 総局長 

M. Ilboudo Armel 教育施設建設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ局（DSRIE） 上級技師 

M. Saola 調達・契約局（DMP）  

M. Managabamba Zoungrana 中央州教育局 局長 

M. Diabouga Yabre Joseph 中央プラトー州教育局 主任 

M. Yelemou Paul Gaspard 中央プラトー州教育局 主任 

M. Sigoubeogo L Jean-André 中央北部州教育局  

Mme. Ouedraogo Zoenabo カディオゴ県教育局 局長 

M. Zoehinga T. Marcel ウブリテンガ県局 主任 

M. Sawadogo Bomoeomo サンマテンガ県教育局 局長 

M. Lamissa Traoré ウエ県局 局長 

M. Noufe Sompite ウエ県局  

 

４



 

中等・高等教育省 (Ministère des Enseignements Secondaire et Supérieur (MESS)) 

氏名 所属 役職 

M. Francis Paul Ouatarra 計画・統計総局（DGESS） 総局長 

M. Kouyiyi Paul Dabire DGESS 計画・統計局長 

Mme. Julia Irène Guigma 人事局（DRH） 局長 

M. Sawadogo Abdou Rahamani 教科書・教材ｾﾝﾀｰ（CENAMAFS） 総局長 

M. Ouedraogo Valentin CENAMAFS 局長 

Mme Zare/Doye Tene CENAMAFS 運営・フォローアップ局長 

M. Zoungrana K. Désiré CENAMAFS 主任 

 

経済財務省 (Ministère de l’Economie et des Finances (MEF)) 

氏名 所属 役職 

M. Kaboré B. Raphael 協力総局（DGCOOP） 局員 

 

住宅・都市整備省 (Ministère de l’Habitat et de l’Urbanisme (MHU)) 

氏名 所属 役職 

M. Ganda Kagoone 建築・建設局（DGAC） 商業登録・統計局長 

 

水・水利・衛生省 
(Ministère de l’Eau, des Aménagements hydrauliques et de l’Assainissement (MEAHA)) 

氏名 所属 役職 

M. Yasseya Ganamé 衛生・汚水・排泄物総局（DGAEUB） 課長 

 

国立建築・公共事業試験所  
(Laboratoire National du Batiment et des Travaux Publics) (LNBTP)) 

氏名 所属 役職 

M. Issiaka Traore 地盤・基礎局 局長 

M. Mohamed Yerbanca -- 土木エンジニア 

 

世界銀行 

氏名 所属 役職 

M. Adama Ouedraogo -- 教育ｾｸﾀｰｼﾆｱ専門家 

 

５



 

カナダ大使館 

氏名 所属 役職 

Mme. Louise Hébert -- 一等書記官 

M. Auguste Néguiré -- 事業財務担当官 

 

（NGO）プラン・ブルキナファソ 

氏名 所属 役職 

M. Raoul Paul I.C. Adjalla 
-- 水・衛生・インフラ 

プログラムアドバイザー 

 

UNICEF 
氏名 所属 役職 

Dr. Ruben UM Bayiha -- 水・衛生プログラム主任 

 

在ブルキナファソ日本国大使館 

氏名 所属 役職 

二石 昌人 -- 特命全権大使 

倉冨 健治 -- 参事官 

亀田 裕美子 -- 書記官 

 
 

 
 

６



資料4－1　討議議事録（M/D）現地調査
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ブルキナファソ国 中学校建設計画 

協力準備調査（現地調査Ⅰ） 

協議議事録 

 

 

 ブルキナファソ国政府より提出された要請に基づき、日本政府は「中学校建設計画」（以下「プ

ロジェクト」と称する）に関する協力準備調査を行うことを決定し、本調査の実施を独立行政法

人国際協力機構（以下「JICA」と称する）に委託した。 

 

 JICA は、ブルキナファソ国へ人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二課長 橘 秀治を団長と

する準備調査団（以下「調査団」と称する）を派遣し、2014年 5月 7日より 2014年 6月 11日ま

で同国に滞在する予定である。 

 

 協議および現地調査の結果、両者は付属書に記載された主要な項目を確認した。 

 

ブルキナファソ国ワカドゥグ市 2014年 5月 12日 

 

 

 

   

橘 秀治 

団長 

協力準備調査団 

独立行政法人国際協力機構 

日本 

 

 

 

 

Winson Emmanuel GOABAGA 

次官 

国民教育識字省 

ブルキナファソ国 

 

 

Lassané KABORE 

国際協力総局長 

経済財務省 

ブルキナファソ国 
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付属書 

 

１．プロジェクトの目的 

 本プロジェクトの目的は、教育施設の新設、及び教育家具の調達を通して、中央北部州、中央

州、中央プラトー州の中学校へのアクセス及び学習環境を改善することである。 

 

２．相手国実施責任機関 

2-1.責任機関：国民教育・識字省（MENA） 

2-2.実施機関：国民教育・識字省（MENA）計画・統計総局（DGESS） 

2-3.プロジェクト実施に際しては、州教育局、県教育局、コミューンが実施に協力する。 

2-4. 本プロジェクトの関係機関の組織図は別紙 1のとおり。 

 

３．プロジェクト対象サイト 

3-1．本プロジェクトの対象サイトは、中央北部州、中央州、中央プラトー州とする。 

3-2．対象中学校は、別紙 2に示されている要請校の中から、ブルキナファソ側の優先順位に配慮

しつつ、サイト調査の結果を踏まえて選定することで両者合意した。併せて、サイト選定に

係るクライテリア及び優先順位設定基準については別紙 3 のとおりとすることで両者合意

した。 

3-3. ブルキナファソ側は、別紙 2に示されている要請校について、土地所有権または使用権及び

学校建設用地としての使用許可を証明する書類を提出することを約束した。また、ブルキナ

ファソ側は書類の準備状況を 2014年 6月 4日までに調査団に報告することを約束した。 

 

４．プロジェクトコンポーネント 

【施設コンポーネント】 

4-1．教室、管理部門（校長室等）、便所棟の整備を最優先とすることとし、施設整備の優先度を

以下のとおりとすることで両者合意した。サイト調査の結果を踏まえて、各サイトのコンポ

ーネントを決定することで両者合意した。 

 第一優先：教室、管理部門（校長室等）、便所棟 

 第二優先：炊事場 

 第三優先：図書室、教員用住居 

4-2．第三優先の図書室、及び教員住居についてはその必要性が現時点ではあまり高くないことか

ら慎重に検討する。 

4-3．井戸についてはブルキナファソ側からその必要性について説明がなされたが、より多くの教

室建設を優先することで双方合意し、本プロジェクトの対象外とすることとした。また、井

戸のないサイトについては、ブルキナファソ側の自助努力により対応することを確認した。 

 

 

 

３１



【機材コンポーネント】 

4-4．教室用家具（児童用机／椅子、教員用机・椅子、黒板、戸棚）を本プロジェクトの基本コン

ポーネントとすることで両者合意した。 

4-5.管理部門の家具もコンポーネントに含めることを両者合意した。 

4-6．教員用住居を整備する場合、これに必要となる一般家具は本プロジェクトの対象外とするこ

とを確認した。 

4-7．その他、協議の際に追加要請された機材に関して、敷地内に運動場またはそれに準ずる十分

なスペースがある場合について、スポーツ関連機材(サッカーゴール)をコンポーネントに含

めることを検討する。 

【ソフトコンポーネント】 

4-8. ソフトコンポーネントについては現地調査結果を踏まえて実施の必要性を判断することを

両者は確認した。 

 

５．日本の無償資金協力制度 

5-1. ブルキナファソ側は、別紙 4、別紙 5、別紙 6、別紙 7 に記載されている日本のコミュニテ

ィ開発支援無償資金協力制度について十分に理解した。 

5-2. ブルキナファソ側は、無償資金協力が実施される場合、プロジェクトの円滑な実施のために

別紙 8に記載されているとおりの必要な措置を確実に行うことを約束した。 

 

６．プロジェクト実施のフレームワーク 

調査団は、プロジェクト実施のフレームワークについて以下の通り説明した。 

6-1．無償資金協力が閣議によって承認の後、交換公文（E/N）が日本国政府とブルキナファソ側

政府の間で署名され、引き続き JICA とブルキナファソ側政府との間で贈与契約（G/A）が締

結される。G/Aは支払条件、被援助国の責務、調達条件といった、当該プロジェクトの実施

に必要とされる条項を定めるものである。 

6-2．交換公文（E/N）及び贈与契約（G/A）が締結された後、ブルキナファソ側政府は日本の調達

代理機関と調達代理契約の締結を行う。 

 

７．協議会 

7-1．プロジェクトの円滑な実施のために、ブルキナファソ側関係機関と JICA の代表者で構成さ

れる協議会を設置することで両者合意した。協議会のメンバーは以下の通りである。 

（１）国民教育・識字省の代表 

（２）財政省の代表 

（３）JICA ブルキナファソ事務所の代表 

（４）調達代理機関 

7-2．協議会は、進捗確認、技術的確認事項、調達に関する事項などプロジェクトに関連し提起さ

れるあらゆる事項を協議するために定期的に開催する。 
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８．調査のスケジュール（予定） 

8-1．本調査団は、引き続き 2014 年 6月 11日まで調査を継続し、計画コンポーネントの内容およ

び技術仕様の確認、土地証書の準備状況の確認、その他必要な情報収集を行った結果をテク

ニカルノートにまとめる。  

8-2. ブルキナファソでの現地調査結果を踏まえ、調査団は 2014 年 11月頃まで日本で国内解析を

行う。JICAは、2014年 12月頃にブルキナファソへ協力準備調査団(現地調査 2)を派遣する。 

8-3．両者は、上記スケジュールがそれぞれの準備状況に応じて変更となる可能性があることを理

解した。 

 

９．その他協議事項 

9-1. 先方負担事項 

    ブルキナファソ側は、整地などブルキナファソ側負担事項について、適切な時期に実施す

ること、そのために必要な予算措置を行うことを約束した。また、ブルキナファソ側によ

る負担が必要な事項については、調査団（技術チーム）が 2014 年 6 月 11 日までにその具

体的内容を提示し、その目安となる金額をブルキナファソ側と協議することとした。その

協議結果に基づき、ブルキナファソ側は必要となる予算措置を必要とされる期限内に開始

することを合意した。なお、両者はブルキナファソ側負担事項の内容と目安となる金額が、

その後コンサルタントが行う国内解析の結果、修正される可能性があることを了承した。 

9-2．運営・維持管理 

ブルキナファソ側は建設される施設の運営・維持管理に必要な予算措置を講ずることを約束

した。 

9-3．教員配置 

    ブルキナファソ側は新設される学校に必要となる教員や管理部門の職員を確実に配置するこ

とを約束した。ブルキナファソ側は既存の小学校と中学校の生徒数及び教員数並びに建設予

定の中学校で想定される生徒数及び教員数に関する情報を 2014年 6月 4日までに調査団に提

出することを約束した。 

9-4. 関係機関間の情報共有について 

プロジェクトの計画策定に向けて最も適切な準備が可能となるよう、ブルキナファソ側は本

プロジェクトに関する情報を、国民教育・識字省内及び中央北部州、中央州、中央プラトー

州及び関係する県等の全ての関係機関の間で十分に共有することを約束した。 

9-5. 必要情報の提出 

調査団はインセプションレポートに添付されている質問票に対して 2014 年 6 月 4 日までに

回答文書を調査団（技術チーム）に提出するようブルキナファソ側に依頼し、ブルキナファ

ソ側はこれを了承した。 

9-6. 調査及び実施に関わるブルキナファソ側の日当、宿泊費はブルキナファソ側が負担する。 

9-7．ブルキナファソ側はプロジェクト邦人関係者に対する十分な安全対策を措置することを約束

した。 
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別紙１-(1)：国民教育・識字省の組織図 

別紙１-(2)：本プロジェクトの関係機関 

別紙 2：優先順位付き要請校リスト 

別紙 3：対象候補サイト選定基準及び優先順位設定基準 

別紙 4：コミュニティ開発支援無償資金協力制度概要(Grant Aid for Community Empowerment of 

the Government of Japan (Provisional)) 

別紙 5：コミュニティ開発支援無償資金協力における実施の流れ(Implementation Flow of 

Japan’s Grant Aid for Community Empowerment after E/N and G/A) 

別紙 6：コミュニティ開発支援無償資金協力における手続きの流れ(Flow Chart of Japan’s Grant 

Aid Procedures for Community Empowerment) 

別紙 7：コミュニティ開発支援無償資金協力における資金の流れ(Flow of Funds for 

Implementation under the Japan’s Grant Aid for Community Empowerment) 

別紙 8：被援助国の求められる主な措置(Major Undertakings to be Taken by Each Government) 
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別紙１-(1)：国民教育・識字省の組織図 

別紙１-(2)：本プロジェクトの関係機関 

別紙 2：優先順位付き要請校リスト 

別紙 3：対象候補サイト選定基準及び優先順位設定基準 

別紙 4：コミュニティ開発支援無償資金協力制度概要(Grant Aid for Community Empowerment of 

the Government of Japan (Provisional)) 

別紙 5：コミュニティ開発支援無償資金協力における実施の流れ(Implementation Flow of 

Japan’s Grant Aid for Community Empowerment after E/N and G/A) 

別紙 6：コミュニティ開発支援無償資金協力における手続きの流れ(Flow Chart of Japan’s Grant 

Aid Procedures for Community Empowerment) 

別紙 7：コミュニティ開発支援無償資金協力における資金の流れ(Flow of Funds for 

Implementation under the Japan’s Grant Aid for Community Empowerment) 

別紙 8：被援助国の求められる主な措置(Major Undertakings to be Taken by Each Government) 

 

 

資料4－2　テクニカルノート　現地調査
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ブルキナファソ国 中学校建設計画 

協力準備調査（現地調査Ⅰ） 

テクニカルノート 

 

 JICAが派遣した中学校建設計画（以下「プロジェクト」と称する）の準備調査団は、

2014年 5月 12日のミニッツ署名後、2014年 6月 11日までコンサルタントチーム（以

下「チーム」と称す）が調査を継続した。 

「チーム」は、ブルキナファソ国関係者と協議し、調査対象地域において現地調査を

行った。 

 

協議及び現地調査の結果、双方は付属書に記述された主要な項目を確認した。 
 

ブルキナファソ国ワカドゥグ市 2014年 6月 11日 

仏語にてオリジナル 2部を作成 

 

 

 

 

 

 

  

杉浦 晃 

業務主任 

準備調査団 

株式会社毛利建築設計事務所 

 

 

 

 

 

 Bagnikoué BAZONGO 

実務予測計画局 局長 

計画・統計総局 

国民教育・識字省 

ブルキナファソ国 
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付属書 

 

1. 要請校の変更 

ブルキナファソ側は、中央北部州における 2 校の変更を要請し、チームは変更した要請校の

サイト調査を実施した。 

 

優先順位 

PRIORITE 

県 

PROVINCES 

変更前 変更後 

COMMUNES SITES/VILLAGES COMMUNES SITES/VILLAGES 

15 Bam Sabce Ecole de Zandkom Bourzanga Ecole de Boulonga  

19 Sanmatenga Boussouma Ecole de Kassiri Pibaoré Ecole de Nabisanrgo 

 

 

2. 要請校リスト 

チームがサイト調査を実施した要請校(50 校)のリストを添付 1、サイトの位置図を添付 2 に

記す。計画対象校はこのリストの要請校より選定される。 

 

3. 土地所有権証書/土地使用権証書 

ブルキナファソ側は、要請校（50 校）の土地所有権または使用権及び学校建設用地としての

使用許可を証明する書類の準備状況を添付 3のとおりチームに説明した。 

また、ブルキナファソ側は、引き続き未回収の書類を回収し、2014 年 6 月末に取得状況をチ

ーム側に報告することを約束した。 

 

4. 調査対象校の優先度 

両者は、サイト調査の結果を踏まえ、要請校の優先順位設定基準を添付 4-1 のとおり変更す

る事を合意した。ブルキナファソ側は、新たな優先順位設定基準に則り、要請校の優先順位

を添付 4-2のとおり変更することをチームに説明した。 

チームは、日本での国内解析においては要請校の優先順位を参照し、各サイトのニーズを勘

案し最終的な計画対象校を選定することを説明し、ブルキナファソ側も合意した。 

 

5. プロジェクトコンポーネント 

 

(1) 管理部門諸室 

両者は管理部門諸室の必要性を下記のように確認した。 

① 管理部門 必要性 A 

 

以下の諸室は中学校運営上、独立した部屋が必須であることを確認した。 

: 校長室、秘書室、経理室、主任教務員室、倉庫 

② 管理部門 必要性 B 

以下の室は、学校運営上必ずしも独立した部屋が必要ではなく、既存の中学校でも必

ずしも整備されていないため、多目的室 1室にて代用することとする。 

：教職員室、教務員室、図書室 

 

(2) 炊事場 

両者は、要請校の既存小学校に適切な炊事場が無いことから、計画校には炊事場の整備が

必要であることを確認した。なお、食材は調理者管理の観点から、小学校と中学校の炊事

を一元化することは想定しない。 
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(3) 教員住居 

チームは、教員住居が十分に活用されていない例を数多く確認されたため、教室の整備を

優先することとし、最終的にプロジェクトコンポーネントに教員住居を含めないことをブ

ルキナファソ側に提案した。 

ブルキナファソ側は、農村部における教員住居の重要性を説明し、農村部の要請校（既存

小学校）で教員住居が活用されている対象校については、教員住居 2棟（校長用、経理用）

を整備することを強く要望した。 

ブルキナファソ側は、教員住居が必要な要請校を 6 月 18 日までにチーム側に報告するこ

とを約束した。最終的な判断は日本側が国内解析で決定することで両者合意した。 

 

(4) 機材コンポーネント 

教室用家具（生徒用机／椅子、教員用机・椅子）、管理部門家具（教職員用机・椅子、戸

棚等）を本プロジェクトの基本コンポーネントとすることで両者合意した。 

また、十分な広さの校庭がある対象校についてはサッカーゴールをコンポーネントに加え

ることを検討する。 

 

(5) ソフトコンポーネント 

両者は、世界銀行が中等レベルの COGES支援を計画していることを勘案し、本計画におい

てソフトコンポーネントは含めないことを確認した。 

 

6. 要請校の計画教室数設定 

両者は、要請校の計画教室数について、4教室（1クラス/学年）、8教室（2クラス/学年）ま

たは 12教室（3クラス/学年）のいずれかを設定することを合意した。 

なお、計画教室数は、要請校のフィダー小学校の既存生徒数をもとに、目標年度における要

請校の就学生徒数を推計し、就学生徒数に応じ設定する。 

・ 就学生徒数推計の前提条件は以下のとおりとする。 

・ 目標年度は 2017 年度とする。 

・ 小学校進級率、初等教育修了試験合格率、中学校進級率は 2012/13 年度の教育統計年鑑

を参照する。 

・ 1教室数あたりの基準生徒数を 48名とする。 

 

7. 建築設計 

プロジェクトの建築設計において、中学校標準設計図を基本としつつ、以下の改善を行うこ

ことを両者は合意した。 

・ 外廊下を取りやめ、テラスを設置する 

・ ワガドゥグ市内の狭小な敷地の要請校には、2階建校舎を検討する 

・ 管理諸室の面積を適切なものとする 

・ トイレには採光、換気を確保しつつ屋根を設ける 

・ 男女トイレ棟に各 1ブース、身体障害者に配慮したトイレを設置する 

 

8. 教職員配置 

ブルキナファソ側は、中学校開設において必要となる教職員数、運営費等を添付 5 のとおり

チームに説明するとともに、必要となる教員や管理部門の職員を配置することを約束した。 

 

9. ブルキナファソ側による新校舎建設 

ブルキナファソ側は、計画対象校において、本計画と重複する形でブルキナファソ側および

他ドナーによる建設は行わないことを約束した。チームは、計画対象校においてブルキナフ

ァソ国もしくは他ドナーにより新たに中学校が建設された場合は、計画教室数の削減や計画

対象からの除外の可能性もあることを説明し、ブルキナファソ側はこれを了解した。 

また、ブルキナファソ側は、MENAが予定している中学校建設計画を添付 6のとおり説明した。 
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10. ブルキナファソ側負担事項 

チームは、各要請校において 2015年に実施が必要となるブルキナファソ側負担準備工事を添

付 7のとおり説明した。 

ブルキナファソ側は、2015 年に必要な予算措置を必要とされる期限内に開始することを合意

するとともに、ブルキナファソ側負担事項の内容と目安となる金額が、修正される可能性が

ある。 

なお、2016年以降に必要となるブルキナファソ側負担事項については、12月頃に予定されて

いる協力準備調査団(現地調査 2)が説明する。 

 

11. 許認可等 

ブルキナファソ側は、本プロジェクトは環境影響評価（EIA）のカテゴリーCに該当するため、

EIA 実施の必要がないことをチームに説明した。 

また、ブルキナファソ側は、本計画実施において建築許可申請が必要となる場合、申請業務

は MENA が実施することをチームに説明した。 
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資料4－3　討議議事録（M/D）概要説明調査
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ブルキナファソ国 

中学校建設計画 

協力準備調査（現地調査Ⅱ） 

協議議事録 

 

ブルキナファソ国（以下、「ブルキナファソ」と称する）政府より提出された要請に基づき、日

本政府は「中学校建設計画」（以下、「プロジェクト」と称する）に関する協力準備調査を行うこ

とを決定し、本調査の実施を独立行政法人国際協力機構（以下、「JlCA」と称する）に委託した。 

 

JICA はプロジェクトに関する協力準備調査団（現地調査Ⅰ）を 2014 年 5 月 7 日より 2014 年 6

月 11日にかけてブルキナファソへ派遣し、協議やサイト調査を実施し、日本での調査結果の技術

的審査を経て、協力準備調査報告書（案）を作成した。 

 

JICAは協力準備調査報告書（案）の内容をブルキナファソ側に説明し、またその内容に関する

意見を聴取するため、2015年 1月 27日から 2月 6日までの間、同国に JICAブルキナファソ事務

所長 森下 拓道を団長とする協力準備調査（現地調査Ⅱ）調査団（以下、「調査団」と称する）を

派遣した。 

 

関係者との協議の結果、双方は付属書に記述された主要事項を確認した。 

 

 

 

ブルキナファソ国ワガドゥグ市 2015年 1月 29日 

 

   

森下 拓道 

団長 

協力準備調査団 

独立行政法人国際協力機構 

日本 

 

 

 

 

Yombo Paul DIABOUGA 

次官 

国民教育識字省 

ブルキナファソ国 

 

 

Lassané KABORE 

国際協力総局長 

財務省 

ブルキナファソ国 
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付属書 

１．協力準備調査報告書（案）の内容 

ブルキナファソ側は、調査団によって説明された協力準備調査報告書（案）の内容に関して原

則合意し、これを受け入れた。 

 

２．本プロジェクトの対象施設・機材 

調査団は、本プロジェクトの協力対象となる施設・教育家具（別紙１）の内容について説明し、

ブルキナファソ側はこれを了解した。ブルキナファソ側は為替の変動や競争入札の結果等によっ

ては学校数を削減する可能性があることについて理解した。ブルキナファソ側は学校数を削減す

る場合、別紙 1 の優先順位に基づき削減すること、日本側が国内解析を通して最終的な決定を下

すことに合意した。 

また、両者は、残余金が発生した場合には、コミッティにより協議して使途を決定することを

確認した。 

 

３．日本の無償資金協力制度及びブルキナファソ側負担事項 

ブルキナファソ側は 2014 年 5 月 12 日に両者が署名した協議議事録の別紙 4、別紙 5、別紙 6、

別紙 7 に記載された日本のコミュニティ開発支援無償資金協力の仕組みを理解し、別紙 8 に記載

された項目の履行に対し必要な措置を取ることを合意した。調査団は本プロジェクトの実施にあ

たって必要となるブルキナファソ側負担事項の内容（別紙 3）及び事業実施スケジュール案（別紙

４）について説明した。ブルキナファソ側はかかる事項に必要な予算を確保し、スケジュールに

則って責務を実行することを約束した。 

 

４．プロジェクトの概略事業費 

調査団は本プロジェクトの概略事業費（別紙２）について説明した。双方は概略事業費につい

てプロジェクトの全ての契約が結ばれるまで関係者以外の第三者に開示しないことを確認した。

調査団は、概略事業費は概算であり変更する可能性があることを説明し、ブルキナファソ側はこ

れを了解した。 

 

５．本プロジェクトに関する情報の秘密保持 

双方は、本プロジェクトに関連するあらゆる資料をプロジェクトの入札終了まで関係者以外の

第三者に開示しないことを確認した。 

 

６．運営・維持管理の遵守 

 ブルキナファソ側は、建設終了後直ちに、本計画により設立される中学校に必要となる人員を

配置することを確約した。また、運営・維持管理体制の確立や運営・維持管理に必要な予算の確

保・配分を遅滞なく実施することを確約した。 

 

７． 環境社会配慮 

７－１．本案件はブルキナファソ国内法、及び JICAの環境社会配慮ガイドライン上、カテゴリー

Cに該当することを両者は確認した。 

７－２．計画対象校 30 校中 28校から土地所有権/使用権証書を取得済みであり、残り 2校分の土

地所有権/使用権証書の取得を 2015年 2月末までに行うことを確認した。 

 

８．今後の予定 

JICAは本協議結果に基づいて最終報告書を完成させ、日本政府の正式承認後にブルキナファソ

政府側に 2015年 6月中に提出する予定である。 

以  上 
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別紙 1：対象施設・教室家具リスト 

別紙 2：概略事業費 

別紙 3：ブルキナファソ側負担事項 

別紙 4：事業実施スケジュール案 
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別紙 1 対象施設・教育家具等に係るリスト 

 

【学校別対象施設】 

ｻｲﾄ 

番号 
学校名 

計画 

教室数 

教室棟 管理棟 

炊事場 

ﾄｲﾚ棟 ( )内はﾌﾞｰｽ数 

ｻｯｶｰ 

ｺﾞｰﾙ 

電気 

設備※ 

給水 

設備※ 
平屋 

4 教室 

2 階建 

8 教室 
平屋 2 階建 

生徒用 

男子 

生徒用 

女子 

教職員

用 

A-01 コシヤム ブロック AB  8 0 1 0 1 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) 0 ○ ○ 

A-02 ソムガンデ BD  8 0 1 0 1 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) 0 ○ ○ 

A-03 ウィディ AB  8 0 1 0 1 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) 0 ○ ○ 

A-04 タンプイ EF  8 0 1 0 1 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) ○ ○ ○ 

A-05 バシンコ B  8 2 0 1 0 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) 0 ○ ○ 

A-06 カルゴンディン ABCD  8 0 1 0 1 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) 0 ○ ○ 

A-07 バルキィ A 8 2 0 1 0 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) 0   

A-08 ヤゲンコンドゴ AB 8 2 0 1 0 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) ○   

A-09 キエドパロゴ／クーバ 8 2 0 1 0 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) 0   

A-10 ヤオゲン 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) 0   

A-11 タンズグ ABC  8 0 1 0 1 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) 0 ○ ○ 

A-12 ワイェン 8 2 0 1 0 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) ○   

A-13 マルー 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) ○ ○  

A-14 ザンバンガ 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) ○ ○  

A-15 クイ A  4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) ○   

A-16 ガブ 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) ○   

A-17 タンズグ 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) 0   

A-18 イムディ 8 2 0 1 0 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) ○   

A-19 ダユブシ 8 2 0 1 0 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) 0   

A-20 イミウグ ナテンガ 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) ○   

A-21 タンペルガ 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) 0 ○ ○ 

A-22 コンカガ 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) 0   

A-23 ナキンドゥグ 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) ○   

A-24 ワティノオマ 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) 0   

A-25 ファンカ 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) 0   

A-26 メゲ A  4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) 0 ○  

A-27 トゥグリ 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) 0 ○  

A-28 トエゲン A  8 2 0 1 0 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) 0   

A-29 ボコ 4 1 0 1 0 1 1 (3) 1 (3) 1 (2) ○ ○  

A-30 ニョコ II ABC  8 2 0 1 0 1 1 (6) 1 (6) 1 (2) 0 ○ ○ 

合計 180 33 6 24 6 30 
30 

(135) 

30 

(135) 

30 

(60) 
11 14 9 

※電気設備、給水設備については、本計画の本体事業で実施される詳細設計において最新の周辺インフラ整備

状況を確認し、対象校を最終決定するものとする。 
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別紙２ 協力対象事業の概略事業費 

 
 本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 12.10 億円となり、先に述べ

た日本とブルキナファソとの負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記（３）に示す積算条

件によれば、次の通りと見積られる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すもの

ではない。 

 

（１）日本側負担経費     概算総事業費 約 1,208.4百万円 

日本側負担経費内訳 

費目 概略事業費（百万円） 

建設費 
施設建設費 833.2 

893.8 
家具・備品費 60.6 

調達代理機関費 112.2 
設計監理費 200.5 
その他（弁護士費用） 1.9 

合計 1,208.4 

 

（２）ブルキナファソ側負担経費   8,415,000 F.CFA（約 1.8百万円） 

ブルキナファソ側負担経費内訳 

費目 金額（F.CFA） 
日本円換算（百万

円） 

既存構造物撤去 1,950,000 0.4 
樹木伐採 900,000 0.2 
銀行手数料 5,565,000 1.2 

合計 8,415,000 1.8 
なお、上述額は 2014 年 6 月の現地調査時に得た情報を基に、日本側が試算した概算額である。 

 
（３）積算条件 

① 積算時点  ：平成 26 年 6 月 

② 為替交換レート ：1 EUR ＝142.45 円 

：1 F.CFA（セーファーフラン）＝0.21716 円 

③ 施工・調達期間 ：工事の期間は、業務実施工程に示したとおり。 

④ その他 ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて

行うこととする。 

 

【学校別教育家具】 

ｻｲﾄ 

番号 
学校名 

教室棟 管理棟 

生徒用 

机椅子 

教員用 

机 

教員用 

椅子 

校長用 

机 

校長用 

椅子 

来客用 

椅子 

教職員

用机 

教職員

用椅子 

鋼製 

戸棚 

鋼製 

書棚 

A-01 コシヤム ブロック AB  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-02 ソムガンデ BD  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-03 ウィディ AB  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-04 タンプイ EF  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-05 バシンコ B  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-06 カルゴンディン ABCD  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-07 バルキィ A 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-08 ヤゲンコンドゴ AB 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-09 キエドパロゴ／クーバ 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-10 ヤオゲン 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-11 タンズグ ABC  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-12 ワイェン 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-13 マルー 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-14 ザンバンガ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-15 クイ A  96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-16 ガブ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-17 タンズグ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-18 イムディ 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-19 ダユブシ 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-20 イミウグ ナテンガ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-21 タンペルガ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-22 コンカガ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-23 ナキンドゥグ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-24 ワティノオマ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-25 ファンカ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-26 メゲ A  96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-27 トゥグリ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-28 トエゲン A  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-29 ボコ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-30 ニョコ II ABC  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

合計 4,320 180 180 30 30 90 450 450 240 180 
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別紙２ 協力対象事業の概略事業費 

 
 本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費総額は 12.10 億円となり、先に述べ

た日本とブルキナファソとの負担区分に基づく双方の経費内訳は、下記（３）に示す積算条

件によれば、次の通りと見積られる。ただし、この額は交換公文上の供与限度額を示すもの

ではない。 

 

（１）日本側負担経費     概算総事業費 約 1,208.4百万円 

日本側負担経費内訳 

費目 概略事業費（百万円） 

建設費 
施設建設費 833.2 

893.8 
家具・備品費 60.6 

調達代理機関費 112.2 
設計監理費 200.5 
その他（弁護士費用） 1.9 

合計 1,208.4 

 

（２）ブルキナファソ側負担経費   8,415,000 F.CFA（約 1.8百万円） 

ブルキナファソ側負担経費内訳 

費目 金額（F.CFA） 
日本円換算（百万

円） 

既存構造物撤去 1,950,000 0.4 
樹木伐採 900,000 0.2 
銀行手数料 5,565,000 1.2 

合計 8,415,000 1.8 
なお、上述額は 2014 年 6 月の現地調査時に得た情報を基に、日本側が試算した概算額である。 

 
（３）積算条件 

① 積算時点  ：平成 26 年 6 月 

② 為替交換レート ：1 EUR ＝142.45 円 

：1 F.CFA（セーファーフラン）＝0.21716 円 

③ 施工・調達期間 ：工事の期間は、業務実施工程に示したとおり。 

④ その他 ：積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて

行うこととする。 

 

【学校別教育家具】 

ｻｲﾄ 

番号 
学校名 

教室棟 管理棟 

生徒用 

机椅子 

教員用 

机 

教員用 

椅子 

校長用 

机 

校長用 

椅子 

来客用 

椅子 

教職員

用机 

教職員

用椅子 

鋼製 

戸棚 

鋼製 

書棚 

A-01 コシヤム ブロック AB  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-02 ソムガンデ BD  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-03 ウィディ AB  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-04 タンプイ EF  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-05 バシンコ B  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-06 カルゴンディン ABCD  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-07 バルキィ A 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-08 ヤゲンコンドゴ AB 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-09 キエドパロゴ／クーバ 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-10 ヤオゲン 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-11 タンズグ ABC  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-12 ワイェン 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-13 マルー 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-14 ザンバンガ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-15 クイ A  96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-16 ガブ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-17 タンズグ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-18 イムディ 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-19 ダユブシ 192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-20 イミウグ ナテンガ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-21 タンペルガ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-22 コンカガ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-23 ナキンドゥグ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-24 ワティノオマ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-25 ファンカ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-26 メゲ A  96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-27 トゥグリ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-28 トエゲン A  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

A-29 ボコ 96 4 4 1 1 3 11 11 8 4 

A-30 ニョコ II ABC  192 8 8 1 1 3 19 19 8 8 

合計 4,320 180 180 30 30 90 450 450 240 180 
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別紙３ ブルキナファソ側負担事項 
 

本プロジェクトを日本国のコミュニティ開発支援無償資金協力で実施する上で、ブル

キナファソ政府が負担すべき項目は下記の通りである。 

① 本プロジェクトに必要な土地を用意し、MENA が建物を建設する権利を確保するこ

と。 

② 本プロジェクトの実施に先立ち、既存施設及び障害物の解体撤去工事、及び移設を実

施するとともに、盛り土、整地を行うこと。 

③ 工事完成後に囲い塀の新設または建替え、補修、門扉の設置、造園、その他付属的な

外構工事を実施すること。 

④ 工事完了までに電力、上水道、下水道、電話の敷地内への引き込みを行うこと（敷地

内にある電力、上水道と本プロジェクトの施設との接続工事は日本側で負担する）。 

⑤ 日本にある銀行との銀行取り決め（B/A）に基づき、包括的支払い授権書に係る通知

手数料、及び支払手数料を負担すること。 

⑥ プロジェクトに使用される資機材の輸入、通関が速やかに実施されるよう、必要な措

置を講じ、内国輸送を支援すること。 

⑦ 調達代理契約及び調達代理機関と交わす各契約に基づいて、本プロジェクトに携わる

個人または法人に対し、ブルキナファソへの入国並びに滞在に必要な便宜を供与する

こと。 

⑧ 本プロジェクトに携わる法人または個人に対し、ブルキナファソ国内で課される関

税、国内税、及びその他課税を免除すること。 

⑨ 調達代理契約及び調達代理機関と交わす各契約に基づいた物品及び役務の提供に関

し、ブルキナファソ国内で課される関税、国内税、及びその他課税を免除すること。 

⑩ ブルキナファソ側負担事業の未実施によって生じる損害賠償を負担すること。 

⑪ 本プロジェクトで供与される施設機材を適切、且つ効果的に使用し維持すること。 

⑫ 本プロジェクトの範囲内で日本のコミュニティ開発支援無償資金協力によって負担さ

れる費用以外の全ての費用を負担すること。 
 
相手国負担事業のうち、日本側の着工前にブルキナファソ側で実施されるべき先方負

担工事の内容を以下の表に示す。 
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計画対象校別先方負担工事リスト 

ｻｲﾄ 
番号 

施工 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

県 コミューン 学校名 工事内容 

A-07 2 カディオゴ県 ワガドゥグ 
第 11 行政区 バルキィ A  教員住居 2 棟取り壊し・

撤去 

A-09 2 カディオゴ県 クブリ キエドパロゴ／クー
バ 低木数本伐採 

A-16 1 サンマテンガ
県 バルサロゴ ガブ 低木数本伐採 

A-20 1 サンマテンガ
県 コルシモロ イミウグ ナテンガ 老朽トイレ取り壊し・撤去

(6 ブース) 

A-24 2 ウブリテンガ
県 ナグレオンゴ ワティノオマ 老朽トイレ取り壊し・撤去 

低木数本伐採 

A-25 1 サンマテンガ
県 カヤ ファンカ 低木数本伐採 

A-26 1 ガンズルグー
県 メゲ メゲ A 教員住居 1 棟取り壊し・

撤去 

A-27 1 ナメンテンガ
県 トゥグリ トゥグリ 

教員住居１棟取り壊し・撤
去 
低木数本伐採 

A-30 2 カディオゴ県 ワガドゥグ 
第 10 行政区 ニョコ II ABC 低木数本伐採 

注：第 1 グループの学校の準備工事は、遅くとも 2015 年 7 月末までに実施すること。 

  第 2 グループの学校の準備工事は、遅くとも 2016 年 5 月末までに実施すること。 
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別紙４ 事業実施スケジュール案 

 

 
 
 
 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

▲

▲

▲

▲

詳細設計 DD調査

詳細設計

入札公示～業者契約 入札公示～入札

入札評価～承認～契約～履行保証

入札公示～入札

入札評価～承認～契約～履行保証

建設工事
家具調達

： 雨季＜凡例＞

2018

閣議

E/N・G/A

調達代理契約

コンサルタント契約

実施
段階

施設

月

事業の月数

2015 2016 2017 2019

第２グループ工期13ヵ月（雨季休止期間2カ月を含む） 完成検査

第１グループ工期１４ヵ月 完成検査
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ブルキナファソ国 中学校建設計画 

協力準備調査（現地調査Ⅱ） 

テクニカルノート（案） 

 

 JICAが派遣した中学校建設計画（以下「プロジェクト」と称する）の協力準備調査

（現地調査Ⅱ）調査団は、2015 年 1月 29日のミニッツ署名後、2015 年 2月 6日まで

コンサルタントチーム（以下「チーム」と称す）が調査を継続した。 

「チーム」は、ブルキナファソ国関係者と協議し、調査対象地域においてサイト補足

調査を行った。 

協議及びサイト補足調査の結果、双方は以下の項目を確認した。 

 

 

1. ブルキナファソ側は、以下 2校の土地所有権/使用権証書をチームに提出した。チ

ームは、既に受領済みの 28校分の土地所有権/使用権証書と併せ、計画対象全 30

校の土地所有権/使用権証書を受領したことを確認した。 

・ A-11 Bloc Tanzougou A,B,C 

・ A-17 Tanzougou 

 

2. チームは、サイト補足調査の結果、以下 2校の計画対象校において計画施設建設

位置の変更を行うことを説明し、ブルキナファソ側も合意した。 

・ A-05 Bassinko B  

・ A-30 Nioko 2 A,B,C 

 
 

 

 

ブルキナファソ国ワカドゥグ市 2015年 2月 6日 

仏語にてオリジナル 2部を作成 

 

 

 

 

 

 

  

杉浦 晃 

業務主任 

準備調査団 

株式会社毛利建築設計事務所 

 

 

 Binta HAMA / OUEDRAOGO 

プロジェクト・プログラム調整局局長 

国民教育識字省 

ブルキナファソ国 
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